
第二部 相続対策の第一歩

「財産承継プランニング」のご紹介



⚫ 本資料は2026年2月現在の各サービス内容および税制・関係法令等に基づき記載しております。記載内容は、将来にわたって保証されるものではなく、今後予告なく変更される場合があります。

⚫ 記載内容の実施に関する最終決定はお客さまご自身の判断と責任で行なってください。

相続の専門家が

課題の解決策をご提案

相続税シミュレーション

大和証券では、お客さまのご意向に沿った財産承継プランの実現に向けて

実績豊富な分析システムを活用し、お客さまに最適なプランをご提案します

円滑な財産承継に向けた課題の抽出

相続税を

把握したい

円滑に財産を

移転したい

家族の未来を

応援したい

2

「財産承継プランニング」とは

大和証券の財産承継プランニング
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相続における問題点

納税資金の不足 遺産分割のトラブル 相続税の負担

税務署

TAX
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保有財産の評価・分析を行ない現状を把握

サンプル

相続税の総額に加え、
相続人ごとの負担額も
ご確認いただけます



⚫ 本資料は2026年2月現在の各サービス内容および税制・関係法令等に基づき記載しております。記載内容は、将来にわたって保証されるものではなく、今後予告なく変更される場合があります。

⚫ 記載内容の実施に関する最終決定はお客さまご自身の判断と責任で行なってください。
7

保有不動産の相続税評価額を把握
サンプル

保有不動産の
相続税評価額を一覧で
ご確認いただけます
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相続における問題点1 納税資金の不足について確認
サンプル

納税資金不足に陥る可能性のある
ご相続人がいらっしゃる場合、
アラートでお知らせいたします
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相続における問題点2 遺産分割トラブルについて確認

サンプル

法定相続割合との乖離と
遺留分の侵害可能性についても

ご確認いただけます
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相続における問題点3 相続税の負担について解決策を提示

サンプル

未使用の死亡保険金非課税枠を
使用した場合の税額軽減効果を

ご確認いただけます
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相続における問題点3 相続税の負担について解決策を提示

サンプル

生前贈与を実施した場合の効果を
比較してご確認いただけます
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相続における問題点3 相続税の負担について解決策を提示

サンプル

最適贈与額の算出も可能です
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相続における問題点3 相続税の負担について解決策を提示

サンプル

不動産活用による税額軽減効果の
シミュレーションも可能です
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相続コンサルタント
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「相続コンサルタント」のご案内

大和証券では、全国の本・支店に

「相続コンサルタント」が在籍しております。

まずはお気軽にご相談ください。

CFP®資格保有者等から任命され、「相続・贈与」に関し、

より高度で専門的な知識を有するプロフェッショナル・スタッフです。

特徴

知識・経験 全国連携地域密着

※ CFP®とは、日本FP協会が認定するファイナンシャル・プランナー資格です。資産運用や税務等に関する専門知識を有しています。

1

特徴

2

特徴

3

ご相談
無料
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売買相談 不動産融資 建築有効活用

海外不動産 高齢者施設等紹介
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「ダイワの不動産サービス」のご案内

大和証券が窓口となり、

ワンストップでさまざまな提携会社を

紹介するサービスです。

不動産を売却したい

誰に相談しよう？

相続税が

心配…

所有している

不動産を活用

したい
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ご留意事項

⚫ サービス提供にあたり、外部専門家および当社提携企業をご紹介させていただく場合があります。ご相談内容やお住いの地域によっては、外部専門家および当社提携企業をご紹介でき
ない場合があります。外部専門家および当社提携企業と契約等を締結する場合、報酬等の費用が発生する場合があります。

【財産承継プランニングに関するご留意事項】

手数料等およびリスクについて

⚫ 株式等の売買等にあたっては、「ダイワ・コンサルティング」コースの店舗（支店担当者）経由で国内委託取引を行なう場合、約定代金に対して最大1.26500％（但し、最低2,750円）の

委託手数料（税込）が必要となります。また、外国株式等の外国取引にあたっては約定代金に対して最大0.99000％の国内取次手数料（税込）に加え、現地情勢等に応じて決定される

現地手数料および税金等が必要となります。

⚫ 株式等の売買等にあたっては、価格等の変動（裏付け資産の価格や収益力の変動を含みます）による損失が生じるおそれがあります。また、外国株式等の売買等にあたっては価格変動
のほかに為替相場の変動等による損失が生じるおそれがあります。

⚫ 信用取引を行なうにあたっては、売買代金の30％以上で、かつ30万円以上の委託保証金が事前に必要です。信用取引は、少額の委託保証金で多額の取引を行なうことができることか

ら、損失の額が差し入れた委託保証金の額を上回るおそれがあります。

⚫ 債券を募集・売出し等により、又は当社との相対取引により売買する場合は、その対価（購入対価・売却対価）のみを受払いいただきます。円貨建て債券は、金利水準の変動等により価格

が上下し、損失が生じるおそれがあります。外貨建て債券は、金利水準の変動に加え、為替相場の変動等により損失が生じるおそれがあります。また、債券の発行者または元利金の支払

いを保証する者の財務状況等の変化、およびそれらに関する外部評価の変化等により、損失が生じるおそれがあります。

⚫ 投資信託をお取引していただく際に、銘柄ごとに設定された購入時手数料および運用管理費用（信託報酬）等の諸経費、等をご負担いただきます。また、各商品等には価格の変動等によ

る損失が生じるおそれがあります。

ご投資にあたっての留意点

⚫ 取引コースや商品毎に手数料等およびリスクは異なりますので、上場有価証券等書面、契約締結前交付書面、目論見書、等をよくお読みください。

⚫ 外国株式、外国債券の銘柄には、我が国の金融商品取引法に基づく企業内容の開示が行なわれていないものもあります。

⚫ 当社が行なう財産評価等は、相続税法に基づく計算を行なうものではありません。財産の正確な評価・税額計算、税金の申告等については税理士等の専門家の業務となります。
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ご留意事項

商号等 ： 大和証券株式会社 金融商品取引業者 関東財務局長 （金商） 第 108 号、 宅地建物取引業 国土交通大臣 （1） 第 9871 号

加入協会 ： 日本証券業協会、 一般社団法人日本投資顧問業協会、 一般社団法人金融先物取引業協会、 一般社団法人第二種金融商品取引業協会、 東京都宅地建物取引業協会、

              一般社団法人日本 STO 協会

【不動産に関するご留意事項】

⚫ 本資料は、一般的な情報提供を目的としたものであり、本資料をもって特定の不動産等を広告し、その契約締結を勧誘するものではありません。また、本資料をもって不動産関連融資

を勧誘および媒介するものではありません。

⚫ 当社は、不動産売買等を取扱う提携会社をご紹介させていただく場合があります。提携会社を紹介するにあたっては情報共有同意書が必要となります。

⚫ エリア・用途によっては、ご要望に添えない場合がございます。

⚫ 不動産関連融資をご利用の際は所定の審査があります。

⚫ 当社は、不動産関連融資を取扱う提携会社をご紹介させていただく場合があります。提携会社を紹介するにあたっては情報共有同意書が必要となります。
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